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令和４年度１２月補正予算 
 

 

 

予 算 の 概 要 

 

 

 

財   政   課 



1  会 計 別 予 算 額

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和3年度12月補正後）
対前年増減率

74,330,954 930,404 75,261,358 58.2 73,554,375 2.3

34,641,148 974,696 35,615,844 27.5 34,080,524 4.5

土地取得事業特別会計 400,000 400,000 0.3 400,000 0.0

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計 12,283 皆減

国民健康保険事業特別会計 14,705,483 969,164 15,674,647 12.1 14,650,745 7.0

後期高齢者医療事業特別会計 2,429,807 2,256 2,432,063 1.9 2,144,261 13.4

介護保険事業特別会計 16,836,459 16,836,459 13.0 16,654,562 1.1

駐車場事業特別会計 110,132 1,480 111,612 0.1 105,703 5.6

武石診療所事業特別会計 159,267 1,796 161,063 0.1 112,970 42.6

18,373,914 106,268 18,480,182 14.3 18,939,854 △ 2.4

真田有線放送電話事業会計 53,159 53,159 0.0 58,872 △ 9.7

　　収益的支出 49,848 49,848 0.0 45,533 9.5

　　資本的支出 3,311 3,311 0.0 13,339 △ 75.2

産婦人科病院事業会計 575,570 △ 5,046 570,524 0.5 601,093 △ 5.1

　　収益的支出 561,105 △ 5,046 556,059 0.5 579,932 △ 4.1

　　資本的支出 14,465 14,465 0.0 21,161 △ 31.6

水道事業会計 5,547,107 52,438 5,599,545 4.3 4,986,659 12.3

　　収益的支出 2,871,436 59,098 2,930,534 2.2 2,787,885 5.1

　　資本的支出 2,675,671 △ 6,660 2,669,011 2.1 2,198,774 21.4

公共下水道事業会計 9,931,821 58,876 9,990,697 7.7 11,069,298 △ 9.7

　　収益的支出 5,058,193 59,763 5,117,956 3.9 5,081,996 0.7

　　資本的支出 4,873,628 △ 887 4,872,741 3.8 5,987,302 △ 18.6

農業集落排水事業会計 2,266,257 2,266,257 1.8 2,223,932 1.9

　　収益的支出 1,282,178 1,282,178 1.0 1,267,693 1.1

　　資本的支出 984,079 984,079 0.8 956,239 2.9

127,346,016 2,011,368 129,357,384 100.0 126,574,753 2.2

令和４年度　上田市12月補正予算の概要

総               合               計

会               計               名

一        般        会        計

特        別        会        計

企        業        会        計

(単位：千円、％）
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２  一般会計予算額

1 市 税 21,527,450 21,527,450 28.6 19,689,450 9.3

2 地 方 譲 与 税 569,450 569,450 0.8 539,368 5.6

3 利 子 割 交 付 金 15,000 15,000 0.0 19,000 △ 21.1

4 配 当 割 交 付 金 73,000 73,000 0.1 73,000 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 48,000 48,000 0.1 48,000 0.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 300,000 300,000 0.4 220,000 36.4

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,920,000 3,920,000 5.2 3,700,000 5.9

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 18,000 18,000 0.0 18,000 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 50,000 50,000 0.1 43,000 16.3

10 地 方 特 例 交 付 金 161,000 161,000 0.2 645,316 △ 75.1

11 地 方 交 付 税 14,550,100 14,550,100 19.3 14,350,100 1.4

12 交通安全対策特別交付金 23,000 23,000 0.0 24,000 △ 4.2

13 分 担 金 及 び 負 担 金 288,954 300 289,254 0.4 284,846 1.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,071,905 1,071,905 1.4 1,081,032 △ 0.8

15 国 庫 支 出 金 11,561,699 441,238 12,002,937 16.0 10,118,898 18.6

16 県 支 出 金 4,922,598 4,655 4,927,253 6.5 4,917,729 0.2

17 財 産 収 入 205,287 205,287 0.3 181,855 12.9

18 寄 附 金 459,555 2,117 461,672 0.6 497,003 △ 7.1

19 繰 入 金 1,659,001 △ 9,290 1,649,711 2.2 1,849,332 △ 10.8

20 繰 越 金 1,853,624 483,262 2,336,886 3.1 1,352,062 72.8

21 諸 収 入 7,518,131 7,522 7,525,653 10.0 7,592,484 △ 0.9

22 市 債 3,535,200 600 3,535,800 4.7 6,309,900 △ 44.0

74,330,954 930,404 75,261,358 100.0 73,554,375 2.3

         （単位：千円、％）

歳                    入

款
補   正   額

歳    入    合    計

構成比 対前年増減率
前年同期予算額

（令和3年度12月補正後）補正前予算額 補正後予算額
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1 議 会 費 385,714 1,260 386,974 0.5 377,605 2.5

2 総 務 費 8,056,431 41,346 8,097,777 10.8 9,039,656 △ 10.4

3 民 生 費 25,667,094 161,900 25,828,994 34.3 23,695,707 9.0

4 衛 生 費 5,682,689 119,738 5,802,427 7.7 5,598,839 3.6

5 労 働 費 196,598 875 197,473 0.3 209,515 △ 5.7

6 農 林 水 産 業 費 3,251,035 23,275 3,274,310 4.4 2,861,281 14.4

7 商 工 費 6,894,565 323,587 7,218,152 9.6 6,769,359 6.6

8 土 木 費 9,839,873 121,947 9,961,820 13.2 9,868,235 0.9

9 消 防 費 2,013,683 2,013,683 2.7 1,940,387 3.8

10 教 育 費 5,458,295 198,576 5,656,871 7.5 5,010,781 12.9

11 公 債 費 6,708,817 △ 62,100 6,646,717 8.8 6,795,622 △ 2.2

12 予 備 費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

13 災 害 復 旧 費 76,160 76,160 0.1 1,287,388 △ 94.1

74,330,954 930,404 75,261,358 100.0 73,554,375 2.3

         （単位：千円、％）

対前年増減率

歳    出    合    計

款

歳                    出
補正前予算額 補正後予算額

前年同期予算額
（令和3年度12月補正後）補   正   額 構成比

4



３  歳出予算性質別区分

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和3年度12月補正後）
対前年増減率

 人     件     費 12,862,606 △ 6,132 12,856,474 17.1 12,712,350 1.1

 扶     助     費 12,097,236 41,700 12,138,936 16.1 11,896,928 2.0

 公     債     費 6,708,817 △ 62,100 6,646,717 8.8 6,795,622 △ 2.2

小           計 31,668,659 △ 26,532 31,642,127 42.0 31,404,900 0.8

 普通建設事業費 5,305,251 18,338 5,323,589 7.1 4,936,088 7.9

      補助事業費 2,832,985 7,687 2,840,672 3.8 1,843,663 54.1

      単独事業費 2,195,215 10,651 2,205,866 2.9 2,838,510 △ 22.3

      その他 277,051 277,051 0.4 253,915 9.1

 災害復旧事業費 76,160 76,160 0.1 1,287,388 △ 94.1

      補助事業費 699,239 皆  減

      単独事業費等 76,160 76,160 0.1 588,149 △ 87.1

 失業対策事業費

小           計 5,381,411 18,338 5,399,749 7.2 6,223,476 △ 13.2

 物     件     費 9,414,568 350,182 9,764,750 13.0 9,246,688 5.6

 維 持 補 修 費 1,152,178 2,250 1,154,428 1.5 898,136 28.5

 補  助  費  等 15,210,363 576,486 15,786,849 21.0 14,264,278 10.7

 積     立     金 308,212 1,464 309,676 0.4 306,559 1.0

 投資及び出資金

 貸     付     金 6,778,990 6,778,990 9.0 6,884,900 △ 1.5

 繰     出     金 4,316,573 8,216 4,324,789 5.8 4,225,438 2.4

 予     備     費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

小           計 37,280,884 938,598 38,219,482 50.8 35,925,999 6.4
 

74,330,954 930,404 75,261,358 100.0 73,554,375 2.3合                    計

         （単位：千円、％）

性        質

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

－ - 職員人件費 総務課 △ 9,320 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整
教育総務課 ・ 給料 千円

・ 職員手当 39,908 千円
・ 共済費 千円　
・ 報酬 77,623 千円
・ 費用弁償 △ 3,188 千円

総務費 自治・協働・行政 行政管理課 17,000 ○ 原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
・ 補正前31,890千円→補正後48,890千円

塩田・川西 13,733 ○ 原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上
地域自治センター ・ 燃料費
丸子・真田・武石 補正前4,048千円→補正後5,087千円
地域振興課 ・ 光熱水費

補正前24,076千円→補正後36,770千円

◎ 総務課 12,000 ○

教　　　育 学園都市 8,521 ○
推進室

・ 対象学生数：184人（当初169人）
・ 補正前83,106千円→補正後91,627千円

文化・交流・連携 交流文化芸術センター管理事業 交流文化 16,600 ○
芸術センター ・

○
補正前5,500千円→補正後8,100千円

△ 24,111

地域自治センター管理事業

長野大学修学支援事業補助金 国の高等教育修学支援新制度に伴う長野大学修学支援事業
補助金について、対象学生数の増に伴う追加計上

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

文書管理システム整備事業 文書管理システムに電子決裁の機能を追加し、業務の効率
化・合理化及びペーパレス化を図り、スマートシティ化を促進
する。

補正前45,000千円→補正後59,000千円

修繕料の不足見込による追加計上

事      業      名 事       業       内       容

△ 99,552

本庁舎等管理事業
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

総務費 自治・協働・行政 ☆ 県民交通災害共済事業 生活環境課 577 ○

・ 補正前2,630千円→補正後3,207千円

危機管理防災課 650 ○
・

わがまち魅力アップ応援事業 市民参加・ △ 3,883 ○
協働推進課
豊殿・塩田・川西 ・
地域自治センター

丸子・真田・武石

地域振興課

活力あるまちづくり支援事業 市民参加・ △ 5,407 ○
協働推進課

・

情報システム課 1,500 ○
・ 燃料費

補正前3,288千円→補正後4,088千円
・ 光熱水費

補正前3,159千円→補正後3,859千円

（事業者支援） ◎ 指定管理者支援事業 丸子地域振興課 400 ○

・ コミュニティセンター西内

わがまち魅力アップ応援事業補助金の事業費確定見込みに
よる減額補正

補正前12,960千円→補正後9,077千円

活力あるまちづくり支援金の事業費確定見込みによる減額補
正

補正前7,500千円→補正後2,093千円

県民交通災害共済の加入手続きを行う自治会に対する報償
金の追加計上

原油・原材料価格の高騰に直面する指定管理者に対して、安
定した施設運営のために必要な支援を実施する。

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
補正前1,638千円→補正後2,288千円

マルチメディア情報センター管理運
営事業

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上

防災行政無線関連事業

7



令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

総務費 自治・協働・行政 ☆ 課税事務費 税務課 100 ○
（感染症対策）

・ 補正前3,400千円→補正後3,500千円

☆ 市民課 1,128 ○

・ 補正前2,027千円→補正後3,155千円

民生費 健康・福祉 ◎ 社会福祉基金積立金 福祉課 732 ○
・

国民健康保険事業特別会計繰出金 国保年金課 5,360 ○
・
・

補正前1,172,618千円→補正後1,177,978千円

（事業者支援） ◎ 障がい者 4,725 ○
支援課

高齢者介護課

・ 1,090 千円
・ 3,635 千円

福祉課 2,412 ○
・
・

PCB廃棄物を運搬・処分するための経費の計上
ふれあい福祉センター

介護サービス事業所
障がい福祉サービス事業所

確定申告会場での新型コロナウイルス感染症対策として必要
な消耗品費の追加計上

住民票の写し、印鑑登録証明書のコンビニ交付件数の増加に
伴う手数料の追加計上

国民健康保険事業特別会計繰出金の追加計上

真田総合福祉センター

ふれあい福祉センター等管理運営
事業

寄附の受納に伴う社会福祉基金への積立金

社会福祉施設等価格高騰対策支援
事業

寄附1件

原油価格高騰等に伴う社会福祉施設等の安定的なサービス
の提供を支援するため、光熱費、燃料費等の一部を支援す
る。

職員給与費等繰出金
未就学児の国民健康保険税の軽減負担分に対する繰出金

個人番号カード交付事務事業
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 丸子福祉センター管理運営事業 3,270 ○
・ 燃料費

補正前2,500千円→補正後3,210千円
・ 光熱水費

補正前8,889千円→補正後11,449千円

障害者自立支援給付事業 障がい者 64,366 ○ 過年度国庫支出金等返還金

支援課 ・ 障害者自立支援給付費国庫負担金 58,122 千円
・ 障害児入所医療費等国庫負担金 3,467 千円
・ 障害者医療費費国庫負担金 2,776 千円
・ 障害者自立支援給付費県費負担金 1 千円

障害者在宅福祉事業 障がい者 79 ○ 過年度国庫支出金返還金

支援課 ・ 特別障害者手当等給付費国庫負担金

◎ 障がい者支援施設整備事業 障がい者 7,687 ○
支援課

・

福祉課 2,200 ○
・ 手数料

補正前29,250千円→補正後31,200千円
・ 委託料

補正前18,591千円→補正後18,841千円

丸子解放センター管理運営事業 113 ○
・ 補正前534千円→補正後647千円

障がい者の福祉を向上するため、社会福祉法人等が行う障
がい者支援施設の整備に対する補助金の計上

福祉医療費給付事務費

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上丸子市民
サービス課

補助率：国庫補助交付額の1/4（上限10,000千円）

丸子市民
サービス課

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

福祉医療費給付事務費の追加計上
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 高齢者福祉施設整備事業 高齢者介護課 1,391 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 地域介護・福祉空間整備等施設整備事業補助金

国保年金課 △ 97,098 ○ 長野県後期高齢者医療広域連合市町村療養給付費負担金
・ 当市（被保険者）の療養給付費総額の1/12を負担する。

補正前1,800,269千円→補正後1,703,171千円

国保年金課 2,256 ○
・

介護保険円滑運営事業 高齢者介護課 16 ○ 過年度国庫支出金等返還金
・ 介護保険低所得者保険料軽減事業費負担金(国庫分)

11 千円
・ 介護保険低所得者保険料軽減事業費負担金(県費分)

5 千円

児童扶養手当支給事業 2,634 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 児童扶養手当費国庫負担金

児童手当支給事業 57 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 児童手当費国庫負担金

子ども・子育て支援制度事業 24,564 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 子ども・子育て支援交付金

広域連合負担金

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

補正前569,176千円→補正後571,432千円

後期高齢者医療事業特別会計繰出
金

後期高齢者医療事業特別会計繰出金の追加計上
職員給与費等繰出金

子育て・子
育ち支援課
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 76,481 ○ 過年度国庫支出金返還金
・
・

☆ 社会福祉基金積立金 732 ○

・
補正前30,200千円→補正後30,932千円

母子家庭等援護事業 1,170 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 母子家庭等対策総合支援事業補助金

保育所管理運営事業 保育課 29,500 ○
・ 燃料費

補正前17,297千円→補正後20,797千円
・ 光熱水費

補正前67,000千円→補正後93,000千円

1,785 ○ 過年度国庫支出金返還金
・ 保育環境改善等事業費補助金

認定こども園管理運営事業 保育課 231 ○
・ 燃料費

補正前227千円→補正後263千円
・ 光熱水費

補正前1,193千円→補正後1,388千円

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上

児童福祉のための寄附の受納に伴う社会福祉基金への積立
金の追加計上

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上

子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費補助金
子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費補助金

寄附1件

子育て世帯生活支援特別給付金給
付事業
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 ◎ 保育課 5,234 ○
（事業者支援）

（事業者支援） ◎ 指定管理者支援事業 学校教育課 900 ○

・ 児童館 300 千円
・ 学童保育所 338 千円
・ 放課後児童クラブ 262 千円

放課後児童クラブ運営事業 学校教育課 386 ○

・ 補正前610千円→補正後996千円

☆ 生活保護費 福祉課 40,000 ○ 生活保護扶助費の追加計上
・ 生活扶助費 22,800 千円
・ 住宅扶助費 15,600 千円
・ 施設委託扶助費 1,600 千円

補正前1,459,000千円→補正後1,499,000千円

衛生費 健康・福祉 予防接種事業 健康推進課 5,377 ○
・

母子保健事業 健康推進課 1,700 ○
・

131 ○
・

補正前13,200千円→補正後14,900千円

未熟児養育医療費等国庫負担金

民間保育所等価格高騰対策支援事
業

原油価格高騰等に伴う民間保育所等の安定的なサービスの
提供を支援するため、光熱費、燃料費等の一部を支援する。

原油・原材料価格の高騰に直面する指定管理者に対して、安
定した施設運営のために必要な支援を実施する。

原油価格高騰等に伴う東部南児童クラブの光熱水費の追加
計上

未熟児養育医療費負担金の追加計上

過年度国庫支出金返還金

感染症予防事業費等国庫補助金
過年度国庫支出金返還金
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 健康・福祉 ◎ 指定管理者支援事業 健康推進課 15,400 ○
（事業者支援）

・ 相染閣（あいそめの湯）

産婦人科病院事業会計補助事業 地域医療 70,000 ○
政策室

・

地域医療 130 ○
政策室 ・

自然・生活環境 ☆ 生活環境課 10,000 ○
（事業者支援） ・

（生活者支援）

健康・福祉 総合保健センター管理運営事業 健康推進課 3,700 ○
・

1,000 ○
・

自然・生活環境 最終処分場管理事業 廃棄物対策課 120 ○
・

補正前1,500千円→補正後2,500千円

補正前471千円→補正後591千円

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
補正前6,760千円→補正後10,460千円

通信運搬費の不足見込による追加計上

新型コロナウイルス感染症の影響による利用料金の減少、ま
た、燃料費の高騰により施設の運営に支障をきたしている指
定管理者に対して、安定した施設運営のために必要な支援を
実施する。

産婦人科病院の診療体制の変更による医療収入減少に伴
う、事業会計補助金の追加計上

補正前194,540千円→補正後264,540千円

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

地球温暖化対策設備設置費補助事
業

地球温暖化対策設備設置費補助金の追加計上
補正前35,800千円→補正後45,800千円

内科・小児科初期救急センター管理
運営事業

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
補正前51,661千円→補正後51,791千円
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

労働費 産業・経済 共同福祉施設管理事業 地域雇用推進課 470 ○
補正前1,050千円→補正後1,520千円

勤労者福祉センター管理事業 地域雇用推進課 500 ○
補正前3,474千円→補正後3,974千円

産業・経済 ◎ 指定管理者支援事業 農政課 15,500 ○
（事業者支援） 丸子産業観光課

武石産業建設課

・ 農林漁業体験実習館（ささらの湯） 13,500 千円
・ 塩田の里交流館 100 千円
・ 丸子農産物直売加工施設（あさつゆ） 700 千円
・ 巣栗渓谷緑の広場 1,200 千円

☆ 経営所得安定対策等推進事業 農政課 1,768 ○

・

補正前12,351千円→補正後14,119千円

県単農業農村整備事業補助金 土地改良課 950 ○

・ 補正前14,338千円→補正後15,288千円

農林水
産業費

新型コロナウイルス感染症の影響による利用料金の減少、ま
た、燃料費の高騰により施設の運営に支障をきたしている指
定管理者に対して、安定した施設運営のために必要な支援を
実施する。

行政手続のオンライン化を図るため、水田などの情報を農
林水産省共通申請サービス（eMAFF）へ連携させるための
データ変換

県の追加割当に伴う、土地改良区が行う水路改修工事等へ
の補助金の追加計上

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

経営所得安定対策等の実施に必要な経費に対する交付金の
追加計上
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 農村環境改善センター管理運営事業 豊殿地域 300 ○
自治センター 補正前1,100千円→補正後1,400千円

商工費 産業・経済 ☆ 消費喚起応援事業 商工課 340,000 ○
（事業者支援）
（生活者支援）

◇対象店舗：市内の中小企業
◇実施期間：令和5年2月1日（水）～2月28日（火）（予定）

※チケット利用額が3億円に達した時点でキャンペーン終了
◇発行チケット（希望者全員に配布）総額1万円／ID

※プレミアム率20％、上限2,000円／回、1万円／期間

・ チケット利用分 300,000 千円
・ 事務経費（システム利用料、宣伝費等） 40,000 千円

（事業者支援） 売上減少事業者一斉支援事業 商工課 △ 59,404 ○ 事業費確定による減額補正
・ 売上減少事業者一斉支援事業交付金

補正前105,000千円→補正後46,509千円
・ 事業復活支援金申請サポートセンター設置負担金

補正前2,100千円→補正後1,187千円

池波正太郎真田太平記館管理運営 商工課 900 ○
補正前3,600千円→補正後4,500千円

農林水
産業費

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

消費喚起応援事業第5弾として、スマートフォンアプリを活用し
た消費喚起キャンペーンを実施する。
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 観光施設管理運営事業 観光課 3,500 ○
真田産業観光課 上田地域観光施設 1,200 千円
武石産業建設課 真田地域観光施設 2,200 千円

武石地域観光施設 100 千円
補正前11,723千円→補正後15,223千円

（事業者支援） ◎ 指定管理者支援事業 丸子産業観光課 47,400 ○
真田産業観光課

武石産業建設課

・ 鹿教湯温泉国民宿舎鹿月荘 17,900 千円
・ 鹿教湯温泉健康センター 2,000 千円
・ 鹿教湯温泉交流センター 400 千円
・ 鹿教湯温泉センター（文殊の湯） 400 千円
・ 菅平高原国際リゾートセンター 100 千円
・ 武石温泉うつくしの湯 13,800 千円
・ 岳の湯温泉雲渓荘 11,700 千円
・ 番所ヶ原スキー場 1,100 千円

☆ 武石番所ヶ原スキー場整備事業 武石産業建設課 (209,000) ○

【債務負担行為】

土木費 自然・生活環境 道路橋りょう管理事業 管理課 3,470 ○
丸子建設課 ・ 補正前21,267千円→補正後24,737千円
真田建設課
武石産業建設課

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

新型コロナウイルス感染症の影響による利用料金の減少、ま
た、燃料費の高騰により施設の運営に支障をきたしている指
定管理者に対して、安定した施設運営のために必要な支援を
実施する。

令和5年度にかけて実施する武石番所ヶ原スキー場レストハ
ウス増改築工事について、債務負担行為を設定する。

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 ☆ 道路維持事業 土木課 100,160 ○ 除排雪関連経費の追加計上

丸子建設課 ・ 塩化カルシウムほか購入

真田建設課 (22,790) 補正前21,000千円→補正後43,790千円
武石産業建設課 ・ 道路除雪委託

(50,270) 補正前36,000千円→補正後86,270千円
・ 道路凍結防止剤散布委託

(27,100) 補正前16,000千円→補正後43,100千円

◎ 838 ○

・ システム構築等委託料 495 千円
・ 通信運搬費 343 千円

公園緑地等管理事業 丸子建設課 390 ○
・ 補正前1,800千円→補正後2,190千円

【債務負担行為】 都市計画課 (1,300) ○

・ 設置期間：千本桜まつり期間中

◎ 特定空家解体事業 空家対策室 1,947 ○
・ 強制執行業務委託料 1,760 千円
・ アスベスト調査委託料 187 千円

千本桜まつり期間中の上田城跡公園ぼんぼり設置工事につ
いて、債務負担行為を設定する。

除排雪業者等が道路の積雪状況を確認するための専用ライ
ブカメラシステムを導入する。

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

特定空家の行政代執行に係る経費の計上
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 ☆ 空家等対策推進事業 空家対策室 1,000
○

・ 補助率1/2（上限50万円）
・ 国庫補助1/2

補正前9,000千円→補正後10,000千円

（事業者支援） 鉄道駅関連施設管理事業 管理課 765 ○
・ 光熱水費（西上田駅）

補正前1,400千円→補正後1,900千円
・ 負担金（上田駅、信濃国分寺駅）

補正前492千円→補正後757千円

（事業者支援） ◎ 駐車場事業特別会計繰出金 管理課 600 ○

教育費 教　　育 小中学校管理運営事業 学校教育課 ○ 原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上
9,300 ・ 燃料費

小学校：補正前23,884千円→補正後31,784千円
中学校：補正前8,335千円→補正後9,735千円

91,500 ・ 光熱水費
小学校：補正前118,500千円→補正後185,800千円
中学校：補正前82,954千円→補正後107,154千円

原油価格高騰等に伴う光熱水費及び負担金の追加計上

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の繰出

<社会資本整備総合交付金>
市内にある老朽危険空家を解体しようとする者に対する補助
金の追加計上

（駐車場事業特別会計にて指定管理者支援事業交付金へ充
当）
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教　　育 ◎ 学校教育課 23,242 ○
（生活者支援）

・ 小学校 4,965 千円
・ 中学校 18,277 千円

図書館管理運営事業 上田・丸子 2,700 ○ 原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
図書館 上田図書館：補正前3,538千円→補正後4,738千円

丸子図書館：補正前3,572千円→補正後5,072千円

体育施設管理運営事業 スポーツ推進課 11,223 ○ 原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上
丸子・真田・武石 上田城跡公園：補正前7,050千円→補正後9,850千円
地域教育事務所 染屋台多目的グラウンド：補正前656千円→補正後820千円

自然運動公園：補正前11,000千円→補正後13,000千円
市民の森：補正前9,100千円→補正後13,100千円
丸子体育施設：補正前6,108千円→補正後6,970千円
依田窪プール：補正前1,350千円→補正後1,597千円
真田体育館：補正前1,300千円→補正後1,600千円
真田運動公園：補正前2,700千円→補正後3,200千円
武石体育館：補正前1,100千円→補正後1,450千円

（事業者支援） ◎ 指定管理者支援事業 スポーツ推進課 30,800 ○
丸子・真田・武石

地域教育事務所

・ アクアプラザ上田 13,400 千円
・ 上田古戦場公園 2,100 千円
・ 塩田の郷マレットゴルフ場 600 千円
・ 天下山マレットゴルフ場 300 千円
・ ふれあいさなだ館 14,300 千円
・ 武石森林公園マレットゴルフ場 100 千円

新型コロナウイルス感染症の影響により発生した修学旅行の
キャンセル料等を支援し、保護者負担を軽減する。

新型コロナウイルス感染症及び原油高騰等の影響により、施
設の運営に支障をきたしている指定管理者に対して、安定し
た施設運営のために必要な支援を実施する。

修学旅行等のキャンセルに伴う保護
者負担軽減事業
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教　　育 給食センター管理運営事業 第一・第二・丸子 ○
学校給食センター 4,300 ・ 燃料費

第一：補正前7,508千円→補正後9,108千円
第二：補正前7,139千円→補正後9,839千円

16,480 ・ 光熱水費
第一：補正前12,324千円→補正後15,024千円
第二：補正前16,779千円→補正後23,779千円
丸子：補正前14,784千円→補正後21,564千円

【債務負担行為】 丸子学校 (9,000) ○
給食センター

☆ 第二学校給食センター改築事業 教育総務課 (200,000) ○
【債務負担行為】 第二学校

給食センター

（事業者支援） ◎ 学校臨時休業対策事業 学校教育課 3,330 ○
（生活者支援）

・ 事業者支援分 730 千円
・ 保護者負担軽減分 2,600 千円

公債費 - 市債の元利償還金 財政課 1,349 ○
・ 補正前6,463,466千円→補正後6,464,815千円

△ 63,449 ○

・ 補正前245,351千円→補正後181,902千円

市内小中学校の臨時休業措置等により影響を受けた学校給
食関連事業者を支援する。
併せて、保護者負担軽減のため、キャンセルできなかった食
材費相当分を各給食会計へ支援する。

令和5年度にかけて実施する備品購入について、債務負担行
為を設定する。

令和5年度にかけて実施する工事及び備品購入について、債
務負担行為を設定する。

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上

財政融資資金の利率見直しによる元金償還金の追加計上

当初予算編成時点の利率と借入確定後の利率の調整に伴う
利子償還金の減額補正

20



令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

災害復旧費 農地農業用施設災害復旧事業 土地改良課 (20,000) ○

【債務負担行為】

※　合計欄は12月補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない。

一般会計　補正額　合計 930,404

令和5年度にかけて実施する神科新屋地区の農道復旧工事
について、債務負担行為を設定する。
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

国 民 健 康 健康・福祉 職員人件費 総務課 1,048 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整
保 険 事 業
特 別 会 計

保険給付費 国保年金課 ○ 給付見込みによる給付費の調整

706,285 ・ 一般被保険者療養給付費
　補正前9,098,513千円→補正後9,804,798千円

154,141 ・ 一般被保険者高額療養費
　補正前1,358,360千円→補正後1,512,501千円

国保年金課 107,620 ○
・ 補正前1千円→補正後107,621千円

療養給付費負担金返還金 国保年金課 70 ○

後 期 健康・福祉 職員人件費 総務課 2,256 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整
高 齢 者
医 療 事 業
特 別 会 計

事      業      名 事       業       内       容

過年度国庫支出金返還金

保険給付費等交付金償還
金

過年度国民健康保険給付費交付金の精算に伴う返還金

国民健康保険事業特別会計　補正額　合計 969,164

後期高齢者医療事業特別会計　補正額　合計 2,256
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令和４年度　１２月補正予算における主な施策　（特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

駐 車 場 自然・生活環境 駐車場管理運営事業費 管理課 880 ○
事 業
特 別 会 計

（事業者支援） 600 ○ 指定管理者支援事業交付金

武 石 健康・福祉 職員人件費 総務課 1,122 ○
診 療 所 武石診療所
事 業
特 別 会 計

一般管理事業費 武石診療所 ○

50 ・ 燃料費
補正前496千円→補正後546千円

377 ・ 光熱水費
補正前1,242千円→補正後1,619千円

※　合計欄は12月補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない。

武石診療所事業特別会計　補正額　合計 1,796

原油価格高騰等に伴う燃料費及び光熱水費の追加計上

外壁打診検査委託料
駅前ビルパレオの施設老朽化に伴い実施する外壁打診検査
に合わせ、併設されている駐車場の検査を実施する。

原油・原材料価格の高騰に直面する指定管理者に対して、安
定した施設運営のために必要な支援を実施する。

人事異動等に伴う人件費の調整

駐車場事業特別会計　補正額　合計 1,480
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令和４年度  １２月補正予算における主な施策　（企業会計）

会計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

産 婦 人 科 健康・福祉 【収益的収入】
病 院 事 業 医業収益 産婦人科病院 △ 156,905 ○
会 計 ・

医業外収益 △ 533 ○

・

70,000 ○
・

【収益的支出】
材料費 産婦人科病院 △ 10,000 ○

・

経費 2,849 ○
・

2,105 ○
・

※　合計欄は12月補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない。

補正前3,000千円→補正後5,105千円

原油価格高騰等に伴う光熱水費の追加計上

緊急的修繕の発生による修繕費の追加計上

事      業      名 事       業       内       容

診療体制の変更に伴う業務量減少等による診療材料費の減
補正前25,055千円→補正後15,055千円

補正前9,118千円→補正後11,967千円

診療体制の変更に伴う業務量減少等による医業収益の減額
補正前284,249千円→補正後127,344千円

補正前933千円→補正後400千円

分娩数減少による県補助金（産科医等確保支援事業補助金）
の減額補正

収入減による一般会計からの補助金の追加計上
補正前188,768千円→補正後258,768千円

産婦人科病院事業会計  補正額  合計 △ 5,046
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令和４年度１２月補正予算における主な施策 （企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

水道事業 自然・生活環境 【収益的支出】
会　　　計 職員人件費 経営管理課 10,098 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整（38人→39人）

・ 報酬 △ 446 千円
・ 給料 5,019 千円
・ 手当等 4,522 千円
・ 法定福利費 1,901 千円
・ 退職給付費 △ 898 千円

原水及び浄水費 浄水管理センター 49,000 〇 浄水場施設維持管理事業費
・ ポンプ場電気料 49,000 千円

【資本的支出】
職員人件費 経営管理課 △ 6,660 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整（11人→10人）

・ 給料 △ 5,629 千円
・ 手当等 275 千円
・ 法定福利費 △ 1,306 千円

事      業      名 事       業       内       容

水道事業会計　補正額  合計 52,438
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令和４年度１２月補正予算における主な施策 （企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

公　　共 自然・生活環境 【収益的支出】
下 水 道 職員人件費 経営管理課 △ 237 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整　（10人→10人）
事業会計 ・ 給料 △ 1,613 千円

・ 手当等 973 千円
・ 退職給付金 403 千円

処理場費 下水道課 60,000 ○ 処理場施設維持管理事業費
・ 処理場電気料 60,000 千円

自然・生活環境 【資本的支出】
職員人件費 経営管理課 △ 2,019 ○ 人事異動に伴う人件費の調整（12人→12人）

・ 給料 △ 1,658 千円
・ 手当等 △ 48 千円
・ 法定福利費 △ 313 千円

処理場長寿命化事業 下水道課 1,132 ○ 長寿命化事業（処理場更新）で発生した廃棄機材等の
補助金返還金 売却に伴う補助金相当額の返還金（5処理場）

・ 国庫補助金返還金 1,132 千円

公共下水道事業会計　補正額　合計 58,876
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令和4年度繰越明許費一覧(12月補正）

（単位：千円）

＜一般会計＞

国庫支出金 県支出金 市   債 その他

農林水 【団体営土地改良事業】
産業費

・ 農業基盤整備促進事業 45,400 43,220 28,800 8,500 450 5,470 ・ 関係者協議に不測の日数を要したため。

・ 20,291 19,200 12,920 3,900 1,900 480 ・ 資材調達に不測の日数を要したため。

65,691 62,420 0 0 41,720 12,400 2,350 5,950

土木費 【交通安全施設整備事業】

・ 防災・安全交付金 163,513 18,958 10,427 7,600 931 ・ 国庫支出金の追加内示により事業着手をするため。

【道路維持事業】

・ 単独事業 40,885 40,885 30,000 2,629 8,256 ・ 関係機関協議に不測の日数を要したため。
・ 入札不調の結果を踏まえた計画変更が必要となったため。

【市道新設改良事業】

・ 社会資本整備総合交付金 158,124 12,000 6,000 5,400 600 ・ 国庫支出金の追加内示により事業着手をするため。

・ 防災・安全交付金 33,000 33,000 16,500 14,800 1,700 ・ 入札不調の結果を踏まえた計画変更が必要となったため。

・ 単独事業 62,448 500 500 ・ 用地交渉に不測の日数を要したため。

【河川用悪水路改修事業】

・ 単独事業 81,000 16,000 13,300 2,700 ・ 地元協議・関係機関協議に不測の日数を要したため。

538,970 121,343 0 32,927 0 71,100 2,629 14,687

604,661 183,763 0 32,927 41,720 83,500 4,979 20,637

◎円単位の繰越額を表示単位未満で四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合がある。

理                    由
款 事      業      名

既 収 入
特定財源

未  収  入  特  定  財  源 翌年度に繰越
すべき財源

全体事業費
（契約額又は

予算額）

左の内
翌年度
繰越額

繰   越   額   の   財   源   内   訳

農林水産業費 合計

土木費  合計

農業水路等長寿命化・防災減
災事業

一   般   会   計   合   計
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